
事務事業評価の評価結果について（平成２９年度の事業に対する評価）

商工観光部 評価：４＝できている　３＝概ねできている　２＝課題克服が必要　１＝未着手状況　　

指標名 指標設定の考え方 目標値 実績値 数値以外の目標 目標に対する実績等の分析 評価 所見
平成30年
度以降の事
業の方向性

所見

商業振興労
政課

労働者対
策事業

　労働団体、（一社）三重中勢
勤労者サービスセンター等を支
援することにより、労働環境の
改善及び勤労者の福祉向上を図
ります。

労働環境の改
善と勤労者福
祉の向上に繋
がる事業

　補助金額や各種事業等
の実施に係る参加人数
等、数値を設定すること
は困難であるため、労働
環境の改善と勤労者福祉
の向上に繋がる事業を指
標とします。

　労働環境の改善と
勤労者福祉の向上に
つながるよう事業内
容等を精査します。

　各団体がそれぞれ、労
働環境の改善や勤労者の
福祉向上に向けた事業を
実施し、より働きやすい
職場環境づくりに取り組
んでいることから、今後
も各団体の行う事業を支
援していきます。

4

　津商工会議所や労働関
係団体が実施する雇用対
策等事業に支援を行うこ
とにより、雇用の促進や
勤労者福祉の向上をが図
りました。
　また、（一社）三重中
勢勤労者サービスセン
ターの実施事業に支援を
行うことにより、勤労者
の福祉や文化教養の向上
および勤労意欲の高揚に
つながる福利厚生事業を
展開することができまし
た。
　さらに、東海労働金庫
に対し協調融資を行うこ
とで、労働者の生活環境
の向上に寄与できまし
た。

現状維持

　今後も、津商工会議
所、労働団体及び（一
社）三重中勢勤労者サー
ビスセンターが実施する
事業を支援することによ
り、労働環境の改善や勤
労者の福祉向上など、よ
り良い職場環境づくりを
図っていきます。
　また、東海労働金庫と
の協調融資制度を継続
し、労働者の生活環境の
向上を図っていきます。

商業振興労
政課

勤労者福
祉セン
ター管理
運営事業

　勤労者福祉センターを運営す
ることにより、各種団体、企業
及び勤労者等に対して研修、会
議等の場を提供し、労働環境の
改善、勤労者の福祉向上を図り
ます。

施設使用日数

各種団体、企業及び勤労
者等による施設の使用度
等を客観的に把握できる
ことから、施設使用日数
を指標とします。

296日 293日

 毎週火曜日、祝日及び年
末年始が閉館日となって
います。
 開館日においては、ほと
んどの日で施設利用があ
り、有効に活用されてい
ることから今後も継続し
ていきます。

4

　企業等による製品等の
展示会、各種団体及び勤
労者が開催する講演会、
会議、研修会などの研鑽
活動、および健康診断等
の福利向上活動の会場な
どとして、幅広く活用さ
れています。　また、市
の直営事業である勤労青
少年講座やメンタルヘル
ス相談事業の会場として
も利用され、様々な形で
有効活用されています。
　さらに、平成23年度か
らは指定管理者制度を導
入し、安定した運営に取
り組んでいます。

現状維持

　企業や各種団体及び勤
労者が開催する製品の展
示会、講演会、会議、研
修会、健康診断等に利用
されているとともに、市
の直営事業である勤労青
少年講座やメンタルヘル
ス相談事業の会場にも利
用され、様々な形で有効
活用されています。
　運営方法としても、平
成23年度から（一社）三
重中勢勤労者サービスセ
ンターが指定管理者とし
て管理運営を行い、経費
の縮減とともに市民サー
ビスの向上に取り組んで
います。
　今後も企業や勤労者等
が利用しやすい施設運
営・管理を行い、勤労者
の福祉向上に努めます。

商業振興労
政課

勤労青少
年対策事
業

　市内在住・在勤の勤労青少年
に対して各種教養講座等を開講
することにより、仲間づくりや
余暇の充実など勤労者の福祉増
進、勤労意欲向上を図ります。

勤労青少年講
座受講者数

　勤労者の当該講座への
関心度等を客観的に把握
できるとともに、参加者
数による当該事業の必要
性等を把握するため、勤
労青少年講座受講者数を
指標とします。

100人 212人

 教養講座20講座を実施
したところ、講座によっ
て受講者数にばらつきが
あるものの、合計延べ
212人が受講されている
ことから、講座事業とし
てのニーズは、あるもの
と考えています。

4

　希望する講座を受講す
ることで教養を身に付け
ることができるととも
に、同世代の若者同士の
交流による情報交換の場
として、また、職場での
ストレス発散の場として
も、とても有意義な講座
になっています。
　平成29年度は、アン
ケートでニーズを把握し
た結果を生かした結果講
座が4講座増え受講者数
も26人増加しました。

現状維持

平成29年度は、前年度に
比べ講座を増やすなど、
212人の受講者があり、
受講者数は増加しました
が、受講者数が少ない講
座もあり、工夫が必要と
考えています。事業の方
向性としては変えず、現
状維持としましたが、現
在の若者のニーズにあっ
た新たな講座や参加しや
すい開催方法等を検討
し、若者が参加したいと
思うような講座運営を
図っていきます。

所管課長等による評価

課等名 中事業名 事業の目的

成果指標（平成29年度） 事業の評価
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所管課長等による評価

課等名 中事業名 事業の目的

成果指標（平成29年度） 事業の評価

商業振興労
政課

商工一般
事務事業

　良好な執務環境の維持等のた
め、事務経費の適正な執行管理
及び効率的な運用を図ります。

事務経費の適
正な執行管理
及び効率的な
運用

　事務経費を抑制し、財
政の健全化を目指しま
す。また、商工会議所、
商工会に事業補助金を交
付し、商工業の総合的振
興を図り、地域経済及び
地域社会の発展に寄与し
ます。

 事務経費の適正な
執行管理及び効率的
な運用を図り、事業
経費の削減に努めま
す。
 また、商工会議
所、商工会に事業補
助金を交付し、商工
業の総合的振興を図
り、地域経済及び地
域社会の発展に寄与
します。

　事務執務上の必要性を
慎重に判断し、事務経費
の節減ができました。引
き続き、適正な執行管理
等により、事務的経費の
抑制に努めていきます。
　また、商工会議所、商
工会が行う中小事業者等
を支援する事業等に対す
る補助金を交付したこと
で、市内商工業の総合的
振興を図ることかできま
した。

4

　適正な執行管理に努め
た結果、商工観光部の円
滑な事務運営及び経費の
抑制ができました。
　また、商工会議所、商
工会が行う事業等に補助
したことで、事業が円滑
に実施され、商工業の振
興に寄与できました。

現状維持

　今後も、事務執務上の
必要性を慎重に判断し、
適正な執行管理に努め、
経費の抑制に努めていき
ます。
　また、商工業の振興や
経済の活性化を図るた
め、商工会議所、商工会
が行う事業等に対し、必
要な支援を継続していき
ます。

商業振興労
政課

商業振興
事業

　市内の商業関係事業者及び団
体に係る振興施策としての経営
支援及び運営補助、また中心市
街地の活性化のための関係施設
の運営やタウンマネージメント
機関等との連携により事業を推
進しながら、事業者等の経営発
展に資するとともに、本市にお
ける商業の振興並びに地域経済
の活性化を図り、併せて住民の
生活の安定及び向上に資するこ
とを目的とします。

　商業振興事
業に係る事業
費

　商業振興事業として
は、細目事業として多く
の事業を包括しているた
め、これらを統括した指
標の設定は困難であるこ
とから、概ね現状維持の
方針を踏まえ、当事業に
係る予算を指標としま
す。

79,078
千円

79,078
千円

　各商業団体等が実施す
る集客事業、物産振興事
業、商店街等の空き店舗
活用による活性化事業な
どに対する支援のほか、
中心市街地の商業の活性
化及びUIJターン促進に
係る施策について、でき
る限り経費の縮減を図り
つつ取り組み、商業振
興、中心市街地の賑わい
の創出に努めました。

3

　各種補助金の効果的な
交付や中小企業の融資に
係る支援などを行うこと
により、商業関係団体及
び中小企業の振興に取り
組みました。また、中心
市街地における各施設の
管理運営、それら施設や
商店街等の空き店舗等を
活用した賑わい創出のた
めの各事業など行い、あ
わせて、中心市街地活性
化タスクフォースの活動
を受け、市民・学生・商
店街関係者と連携したイ
ベント開催などを行い、
商店街の賑わい創出を図
るための「中心市街地活
性化ツゥのサロン事業」
及び新たに起業を目指す
方など商店街における次
の担い手を養成する「商
店街活性化支援塾事業」
を実施するなど、中心市
街地の商業の活性化を図
りました。また、ＵＩＪ
ターン促進事業を実施
し、本市への定住促進と
市内企業の人材確保に寄
与することにより、商工
業の振興及び経済の活性
化を図りました。

現状維持

　各商店街及び団体が積
極的に実施する商業振興
事業を支援するととも
に、各種イベントの開催
等、賑わいの創出、交流
の促進に努め、社会経済
情勢の変化に的確に対応
し、より効果のある商業
の活性化の取り組みを行
います。
　また、市民、学生、Ｎ
ＰＯなどのアイデアを取
り入れながら、まちづく
り会社や商店街等と連携
し、中心市街地の商業の
活性化につなげていきま
す。

経営支援課

ビジネス
サポート
センター
総務事業

　津市ビジネスサポートセン
ターの開設に伴い、当該施設の
維持管理を行うことにより、市
内における創業や、企業誘致の
強化及び市内企業等への更なる
経営基盤の強化、ビジネス展開
の拡大等に対しての支援拠点と
する。

ビジネスサ
ポートセン
ターの適正な
維持管理

　来訪者に対して、
施設環境を適正に保
ち、且つ効率的な維
持管理を行う。

　施設所有者と連携し、
来訪者に対して、明るく
清潔な環境を保つ施設維
持管理が図れた。

4

　空調、照明関係等の経
費節減に努めながら、効
果的な施設運営を行うこ
とができた。

現状維持

  新たな支援拠点施設と
して、来訪者が安全かつ
安心して当該施設を利用
し、安定したサービス提
供を維持しながら、施設
環境を活用した効率的な
維持管理を行っていきま
す。
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経営支援課
企業立地
奨励金事
業

　本市における企業の立地を促
進し、産業の振興及び雇用の促
進を図ることによって、地域経
済の活性化に寄与することを目
的としています。

奨励措置指定
件数

当該年度において、津市
企業立地促進条例第５条
１項の指定を行った件
数。

6件 7件 4

　企業の設備投資に係る
負担を軽減することによ
り、企業の進出や立地を
促進し、本市における産
業の振興及び雇用の促進
に寄与することができ
た。

現状維持

  立地企業の財政的負担
を軽減することにより、
企業進出の促進、また、
既存企業の事業拡張への
投資促進により、産業の
振興に寄与します。

経営支援課
経営支援
事業

　市内企業、立地企業、創業者
に対して継ぎ目のない支援を提
供するために、ワンストップ相
談窓口を創設し、市内の関係支
援機関との連携を図りながら、
ビジネスマッチング、販路拡
大、人材育成、創業の各支援を
包括的に実施し、地域産業の活
性化を図り、もって雇用の創出
と自立的な地域経済の振興を図
ります。

訪問企業数
【加点：三重
大学等連携件
数＋企業相談
ＣＤ件数＋Ｉ
Ｍ相談件数】

産業政策の顧客となる中
小企業、地域資源事業
者、創業志望者・創業者
等の支援を行うにおいて
は、日々の訪問活動にお
ける情報交換により顧客
の持つ様々な課題を見出
し、ケースに応じた支援
メニューを提供すること
が重要である。
こうした支援活動を、よ
り具体的な成果につなげ
ていくためには、専門家
（企業相談コーディネー
ター、地域資源活用コー
ディネーター、インキュ
ベーション・マネー
ジャー）による適切な支
援を積み上げていくこと
が重要であることから、
まずは企業訪問の回数を
基礎指標として設定し、
加点指標として専門家に
よる対応件数を設定す
る。

280件 386件

　企業訪問数回数
（述べ数）
280回

参考：専門家対応件
数（延べ数）
【企業相談CD40
件】
【ＩＭ相談　190
件】
【地域資源活用ＣＤ
50件】

　企業相談、創業相談の
体制の充実（専門家の活
用や支援機関との連携強
化）が図れた事により、
企業相談28件、創業相談
262件、地域資源活用
96件の成果となった。

4

　企業相談の充実によ
り、企業相談件数の増加
が図れた。また、財政支
援の充実（補助金の拡
充）により、新たな分野
の展示会等への出展支援
が可能となり、多くの商
談機会の創出が図れた。
その他、多様な事業者へ
の支援によって、新商品
の開発に繋げることが可
能となった。
　創業支援では、創業へ
の気運醸成のため「ビジ
ネスカフェ」を新たに実
施するとともに、「ミナ
ツドエ」を交流の場から
商品などをアピールする
実践の場へ変更すること
で、創業へのステップ
アップの支援体制の構築
を図った。

現状維持

　津市ビジネスサポート
センターの開設に伴い、
創業支援をはじめ、中小
企業振興事業補助金の充
実図り、またＪｒロボコ
ン、企業セミナーなど人
材育成への取組みによ
り、ものづくりや製造業
への理解を深めることを
今後も継続して実施し、
市内企業の競争力を高め
られるよう持続的な事業
活動を支援していく。
　海外連携事業について
は、企業間の連携や海外
展開の兆しも見られるこ
とから、より効果的な支
援ができるよう状況に応
じた取組みが実施できる
よう内容を検討してい
く。

経営支援課
工業用施
設等維持
管理事業

　工業団地内において、一部法
面など行政が所有する財産の除
草作業を行うことで、団地内企
業に環境美化に関する意識を高
めていただき、ひいては工業団
地の価値向上を図る。
　また、平成２９年度以降にお
いては、工業用施設の維持管理
業務の一元化を行うため、
ニューファクトリーひさい工業
団地の法面や排水施設等の適正
な維持管理業務、また中勢北部
サイエンスシティの案内看板の
適正な維持管理業務などを当該
事業に継承し、進出企業の安心
かつ快適な操業環境を支えてい
けるよう、継続して努めていき
ます.

分譲用地等の
適正な維持管
理

　工業団地の品質保持、
所管設備の適正な維持管
理

　法面や排水施設等
の工業団地内の所管
設備の適正な維持管
理の実施

　工業団地の除草業務
等、環境美化と維持管理
に努めたことで、品質保
持を図る事が出来た。

4

　工業団地の適正な維持
管理を行うことにより、
商品としての品質保持と
企業誘致の促進に寄与す
ることができた。

現状維持

　津市ビジネスサポート
センターの開設に伴う業
務の一元化のもと、所管
工業団地の適正な維持管
理を行い、各工業団地全
体の環境美化に努めま
す。
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課等名 中事業名 事業の目的

成果指標（平成29年度） 事業の評価

企業誘致課
企業誘致
活動事業

①総合計画において、産業拠点
と位置付けている中勢北部サイ
エンスシティとニューファクト
リーひさいへ、成長性や波及効
果の高い企業を誘致することに
より、地域経済の成長と活性化
を図ります。

②企業誘致の実現により、市内
企業には企業間連携や取引拡大
等の相乗効果、市民には雇用の
拡大、市政には税収増加による
各施策の充実を図ります。

企業誘致面積

総合計画において後期5
年間での完売を掲げてお
り、年間分譲面積を約
15.9haと設定します。

15.9ha 6.3ha

積極的な誘致活動の結
果、中勢北部サイエンス
シティに進出した企業数
は用地の追加取得企業も
含め7社で、分譲・賃貸
面積は6.3haとなりまし
た。
　誘致全体で、中勢北部
サイエンスシティ及び
ニューファクトリーひさ
い工業団地の遊休地の立
地も手掛け、全体で10社
の誘致に成功しました。

3

積極的な誘致活動の結
果、中勢北部サイエンス
シティに新規に進出した
企業数は用地の追加取得
企業も含め7社でした。
また、分譲・賃貸面積は
6.3haとなりました。
　誘致全体では、中勢北
部サイエンスシティ及び
ニューファクトリーひさ
い工業団地の遊休地等へ
の立地も手掛け、全体で
10社の誘致に成功しまし
た。

現状維持

未分譲区画の早期完売を
目指し、関連部署と連携
しながら積極的な誘致活
動に取組みます。

観光振興課
観光振興
事業

　本市が有する多様な観光資源
を活かしながら、総合計画が目
指す交流人口１００万人の確保
を図ることにより、地域活力の
創出や地域経済の活性化に寄与
します。

観光客入込客
数

観光入込客を増加させる
ことによって交流人口を
拡大し地域の活性化を図
ります。

4,300,0
00人

4,430,2
20人

夏から秋にかけて開催さ
れる各地のまつりや、桜
の季節に行うイベントに
おいて、悪天候が重なる
などの影響により、減少
したと考えられる。ま
た、「道の駅津かわ
げ」、「朝津味」などの
昨年オープンした施設の
入込がある程度落ち着い
たことも要因として考え
られる。

3

　市内外のイベント等に
おいて観光ＰＲキャン
ペーン等を実施すること
により、本市の多彩な観
光資源の魅力を発信する
とともに、イベントへの
補助や観光関連団体等へ
の支援を通じて観光客の
誘客に努めました。

拡充・充
実

　引き続き、本市が有す
る観光資源の魅力向上、
イベント事業の内容充実
に努めながら、さらなる
交流人口の拡大につなげ
ていくことにより、地域
活力の創出を図ります。

観光振興課
観光施設
等維持管
理事業

   観光客を受け入れるための施
設等を適切に維持管理すること
により、観光地としての魅力向
上を図ります。

施設の適正な
維持管理

観光施設の利用者から苦
情がない施設の維持管理
に努めることにより、リ
ピーターを増やしていき
ます。

利用者ニーズへの対
応及び施設の適正管
理

計画どおり執行 3

　観光施設等の適正な運
営及び維持管理に努め、
観光客の受入体制の整備
に取り組みました。

拡充・充
実

　引き続き、観光施設等
の適正な運営及び維持管
理に努めるとともに、御
殿場海岸内の公衆トイレ
設置に向けて
下水管布設工事を進める
など、観光客を受け入れ
るための基盤整備に努め
ます。
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